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（ 公 印 省 略 ）    

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法第２４条第９項に 

基づく協力要請について（依頼） 

 

日頃より、県政の推進に御協力いただき、ありがとうございます。 

 今月１６日に、新型インフルエンザ等緊急事態宣言の実施区域が本県を含む全都道府

県に拡大されたことを受けて、別添「新型コロナウイルス感染拡大防止のための山梨県

における緊急事態措置」のとおり措置を行うことといたしました。 

 つきましては、「別紙対象施設一覧」のうち、「①特措法による休業等の協力要請を行

う施設」においては、施設の使用停止、催物の開催停止について、適切に御対応いただ

きますようお願いします。 

また、「②その他適切な感染防止対策の徹底を要請する施設」においては、密閉、密

集、密接の「３密」を避けるとともに、人の接触を８割削減するための取組、手指の消

毒設備の設置、施設の消毒など、「参考 適切な感染防止対策」及び②の文中に記載の

「特に要請を行う内容等」を参照のうえ、徹底した感染防止対策をお願いします。 

併せて、店舗以外の事業所等においても、テレワークや時差出勤、出張の中止等、人

の接触を８割削減するための取組や徹底した感染防止対策をお願いします。 

 

【人の接触を８割削減するための取組の具体例】 

・店舗への来店は極力一人とするよう来店者への呼びかけ 

・来店者が集中した場合の入場制限 

・来店者が会計等で並ぶ際の列に１ｍから２ｍ程度の間隔を空けられるように床面へ

の表示や店内掲示 

・来店時間帯を分散するための工夫（高齢者専用の時間帯の設定など） 

・混雑状況のホームページ等による情報発信 

 
（問い合わせ先） 

山梨県産業労働部 
産業政策課 

企画・団体担当 
    浅川、折居 
    電話：055-223-1532 
    FAX：055-223-1534 
   商業流通・サービス業担当 
    小野、矢野 
    電話：055-223-1535 
    FAX：055-223-1534 



新型コロナウイルス感染拡大防止のための 

山梨県における緊急事態措置 

  

新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づく緊急事態宣言を受け、次により、

山梨県における緊急事態措置を行う。 

 

令和２年４月１９日 

 

           山梨県知事 長崎 幸太郎 

 

１  実施区域   山梨県全域 
 
２  実施期間   令和２年４月２０日（月）から令和２年５月６日（水）まで 
 
３  措置内容   新型コロナウイルス感染症のまん延防止に向け、以下の要請を実施 

 
（１）県民向け 

・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）第 45 条第 1 項に
基づき、医療機関への通院、食料等生活必需品の買い出し又は職場への通勤などの
生活の維持に必要な場合を除き、原則として外出しないことを要請する。ただし、
散歩、ジョギングやウォーキングなど人との接触のない屋外でのスポーツ、農作業
など人混みを避けた屋外での作業は制限しない。 

・ 大型連休期間を含め、不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいだ移動を自粛
することを要請する。 

 
（２）事業者向け 

・ 特措法第 24 条第 9 項に基づき、県内に所在する対象施設（別紙１ 対象施設一覧
①）の管理者及びイベントの主催者に対し、施設の使用停止又は催物の開催停止を
要請する。 

・ 全ての施設・事業所等において、参考に記載されている適切な感染防止対策を講じ
るとともに、人との接触の機会を削減するための配慮や工夫を講じることを要請す
る。 

・ その他適切な感染防止対策の徹底を要請する施設（別紙１ 対象施設一覧②）の管
理者に対しては、特に徹底が必要な内容も併せて要請する。 
  



別紙１ 対象施設一覧 
 

① 特措法による休業等の協力要請を行う施設 

 

施設の種類 内訳 要請内容 

劇場等 劇場、映画館、プラネタリウム 等 

施設の使用停止
及び催物の開催
の停止要請 

集会・展示施設 集会場、展示場、貸会議室 等 

大 規 模 集 客 施
設 及 び そ れ に
類 す る と 認 め
られる施設 

生活必需物資の小売関係等以外の店舗や、生活必
需サービス以外のサービスを提供する施設（観光
施設等を含む。） 
 
※ 床面積の合計が 1,000 ㎡を超えるものに限る。 

ホテル・旅館 ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。） 
※ 床面積の合計が 1,000 ㎡を超えるものに限る。 

運動施設 
（屋内） 

フィットネスクラブ、体育館、武道場 等 
※ 屋外施設は対象外とする。 

遊技施設 マージャン店、パチンコ屋、ゲームセンターなど
の遊技場、テーマパーク 等 

博物館等 博物館、美術館、図書館 等 
※ 床面積の合計が 1,000 ㎡を超えるものに限る。 

遊興施設 
キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、バー、
個室付浴場業に係る公衆浴場、個室ビデオ店、ネ
ットカフェ、漫画喫茶、カラオケボックス、勝馬
投票券発売所、場外車券売場、ライブハウス 等 

学習塾等 学習塾、英会話教室、音楽教室 等 
※ 床面積の合計が 1,000 ㎡を超えるものに限る。 

 

  



別紙１ 対象施設一覧 
 

② その他適切な感染防止対策の徹底を要請する施設 

 

施設の種類 内訳 
参考「適切な感染防止対策」に

加えて特に要請を行う内容等 

医療施設 病院、診療所、薬局 等  

社 会 福 祉 施 設
等 

保育所、放課後児童クラブ 等 

・家にいることが可能な保護者
等に登園や利用の自粛を要請 

・必要な保育等を確保した上で、
消毒液の設置、施設内の消毒、
換気の徹底等を要請 

高齢者、障害者など特に支援が必要な
方々の居住や支援に関するサービスを
提供する全ての施設 等 

・消毒液の設置、施設内の消毒、
換気の徹底等を要請 

生 活 必 需 物 資
販売施設 

卸売市場、食料品売場、コンビニエンス
ストア、百貨店、ホームセンター、スー
パーマーケット、ショッピングモール
における生活必需物資売場 等 

・利用者の入場制限、行列を作ら
ないための工夫や列間隔の確
保等を要請 

食事提供施設 
飲食店（居酒屋を含む。）、料理店、喫茶
店 等（宅配・テイクアウトサービスを
含む。） 

・利用者の入場制限、座席の間隔
を空ける工夫等を要請 

住宅・宿泊施設 
ホテル又は旅館、共同住宅、寄宿舎又は
下宿、別荘、サービス付き高齢者向け住
宅 等 

・消毒液の設置、施設内の消毒、
換気の徹底等を要請 

・利用者の不要不急の外出自粛
の呼びかけを要請 

交通機関等 バス、タクシー、レンタカー、鉄道、物
流サービス（宅配等） 等 ・換気の徹底等を要請 

工場等 工場、作業場 等 ・換気の徹底、作業者間の距離の
確保等を要請 

金融機関等・官
公署等 

銀行､証券会社､保険､官公署､事務所 
等 

・テレワークの一層の推進等を
要請 

入浴施設 銭湯 等 
・利用者の入場制限、消毒液の設

置、施設内の消毒、換気の徹底
等を要請 

葬儀施設 葬儀場、火葬場 ・利用者の入場制限、利用者間の
距離の確保等を要請 



施設の種類 内訳 
参考「適切な感染防止対策」に

加えて特に要請を行う内容等 

運動施設 
（屋外） 陸上競技場、球技場 等 ・利用者の入場制限、利用者間の

距離の確保等を要請 

観光施設等 キャンプ場、登山道、山小屋、観光施設
等に付随する駐車場、観光果実園 等 

・利用者の入場制限、利用者間の
距離の確保等を要請 

文化施設等 天然記念物、有形文化財、史跡、無形⺠
俗文化財 等 

・利用者の入場制限、利用者間の
距離の確保等を要請 

その他 メディア、質屋、獣医、理美容、ランド
リー 等 

・換気の徹底、利用者間の距離の
確保等を要請 



参考 適切な感染防止対策 

 

目的 具体的な取組例 

発熱者等の施設への入場防止 

・従業員の検温・体調確認を行い、37.5 度以上や体調不良
の従業員の出勤を停止 

・来訪者の検温・体調確認を行い、37.5 度以上や体調不良
の来訪者の入場を制限 

３つの「密」 
（密閉・密集・密接）の防止 

・店舗利用者の入場制限、行列を作らないための工夫や列
間隔の確保（約 2m 間隔の確保） 

・換気を行う 
（可能であれば 2 つの方向の窓を同時に開ける） 

・密集する会議の中止 
（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用） 

飛沫感染、接触感染の防止 

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗
いの励行 

・来訪者の入店時等における手指の消毒、咳エチケット、
手洗いの励行 

・店舗・事務所内の定期的な消毒 

移動時における感染の防止 

・ラッシュ対策 
（時差出勤、自家用車・自転車・徒歩等による出勤の推進） 

・従業員の出勤数の制限 
（テレワーク等による在宅勤務の実施等） 

・出張の中止（電話会議やビデオ会議などを活用）、来訪
者数の制限 

 


